
 

 

目標未達成事業（Ｂ及びＣ評価の事業）について 

 

＜Ｃ評価の事業（１事業）＞ 

 １４（１６）  長期家族介護者に対する援護経費             ・・・・ ｐ１ 

 

＜Ｂ評価の事業（８事業）＞ 

 ８（９）     労災疾病臨床研究事業費補助金事業            ・・・・ p４ 

１５（１８）  労災特別介護援護経費                   ・・・・ ｐ９ 

 ２０（２３）  安全衛生に関する優良企業を評価・公表する制度の推進   ・・・・ｐ１３ 

 ２４（２８）  職場における受動喫煙対策事業              ・・・・ｐ１５ 

 ３５（４３）  林業従事者等における安全衛生対策の推進事業       ・・・・ｐ１８ 

４２（５１）   外国人技能実習機構に対する交付金             ・・・・ｐ１９ 

４６（５５）  産業医学振興経費                    ・・・・ｐ２１ 

 ４９（６４-1） 過重労働の解消及び仕事と生活の調和の実現に向けた 

働き方・休み方の見直し                 ・・・・ｐ２３ 

  

 

 

※ 事業番号は令和元年度（括弧内が平成 30年度）のもの 

 

資料４ 

 

参考２ 



 

事業番号（令和元年

度） 

１４ 

平成 30 年度：１６ 
評価 C 

事業名 長期家族介護者に対する援護経費 

担当係 労働基準局労災管理課企画法令係 

平成 30 年度 

事業概要 

要介護状態の重度被災労働者が業務外の事由で死亡した場合に、長期

にわたり介護に当たってきた遺族に対して、遺族の生活の激変を緩和

し自立した生活への援助を行う観点から、一時金 100 万円を支給す

る。 
 

＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

全ての申請について、申請から支給決定ま

でに要する期間を 1 か月以内とする。ま

たは、当該期間が 1 か月を超える場合は、

申請者にその旨連絡する。 

申請のあったものについて迅速・適正に処

理する。 

実

績 

未達成 達 成 

支給決定までに要する期間が 1 ヶ月以上

を要したものが３件あり、そのうち２件に

ついて申請者にその旨を連絡していなか

った。 

申請のあったものについて、支給要件等を

確認し、迅速・適正に処理した。 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

 支給決定までに要する期間が 1 ヶ月以上を要したものが３件あり、遺族年金の不支給決定に関し、審査請求が

されていたため支給決定できなかったもの、申請者が入院しており経済状況の把握に時間がかかったため支給決

定ができなかったもの、予算確保に時間がかかったため支給決定ができなかったものである。前者１件について

は申請者に連絡していたが、後者２件は申請者に遅れる旨を連絡していなかった。 

 本事業については、都道府県労働局に対し、処理期間等に係る指示をしているものの、各都道府県労働局にお

いて年間０～数件程度の申請であるため、当該指示に対する意識が薄かったものと考えられる。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 
 処理期間に１ヶ月以上を要した事案及び要することが予想される事案については、支払担当とも情報共有する
等連携の上、担当者から、処理状況、支給決定に要すると予想される期間及び当該期間を要する理由等を申請者
に連絡するよう、改めて各都道府県労働局、労働基準監督署に通知するとともに、職員に対して制度の再周知を
行う。また、処理経過簿等を作成するよう指示を行うことで適正な事務処理の徹底を図る。さらに、当該制度の
目的をより実現するため、事業の運営方法等を検討し、必要な見直しを図ることとする。なお、令和２年度予算
については、見直し内容及び執行実績を踏まえた必要な要求を行うこととする。 

＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

全ての申請について、申請から支給決定ま

でに要する期間を 1 か月以内とする。ま

たは、当該期間が 1 か月を超える場合は、

申請者にその旨連絡する。 

申請について要綱に基づいて公正に処理

する。 

令和元年度の支給件数を 30 件以上とす

る。 
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長期家族介護者援護金の概要 

 

① 趣旨 

要介護状態にある重度被災労働者を抱える世帯においては、介護に当たる家族は

精神的・肉体的な負担が大きく、世帯収入面で労災年金に大きく依存せざるを得な

い状況にあり、被災労働者が業務外の事由により死亡した場合においては、その遺

族の生活が著しく不安定になる場合が見られる。 

このため、長期間介護に当たってきた重度被災労働者の遺族に対して、長期家族

介護者援護金（以下「援護金」という。）を支給することにより、遺族の生活の激

変を緩和しうるよう援助を行うこととする。 

 

② 支給対象者 

次のいずれの要件も満たす者であること。 

１ 障害等級 1 級の障害(補償)年金又は傷病等級 1 級の傷病(補償)年金の受給者

（ただし、受給期間が 10 年以上の者に限る。）であって、次のいずれかに該当

していた者の遺族であること。 

（１）神経系統の機能又は精神の著しい障害により、常に介護を要すること。 

（２）胸腹部臓器の機能の著しい障害により、常に介護を要すること。 

（３）せき髄の著しい障害により、常に介護を要すること。 

２ 妻又は 55 歳以上若しくは一定の障害の状態にある最先順位の遺族であるこ

と(順位等については遺族(補償)年金の支給の場合に準ずること)。 

３ 遺族(補償)給付を受給することができないこと。 

４ 生活困窮者(所得税法の規定により所得税を納付しないこととなる者であっ

て、その者を扶養する者がいないか、又はその者を扶養する者が所得税法の規

定により所得税を納付しないこととなる者)であること。 

 

③ 支給額 

100 万円（援護金の支給を受けることができる遺族が 2 人以上の場合には、100

万円をその数で除して得た額）とする。 

 

④ 申請の手続 

長期家族介護者援護金支給申請書に必要事項を記入し、管轄の労働基準監督署長

を経由して、管轄の都道府県労働局長に提出するものとする。 
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平成７年度 ７件 平成１９年度 １１件

平成８年度 １１件 平成２０年度 １８件

平成９年度 ７件 平成２1年度 ３６件

平成１０年度 １１件 平成２２年度 ２７件

平成１１年度 ２件 平成２３年度 ２６件

平成１２年度 １０件 平成２４年度 ２９件

平成１３年度 ７件 平成２５年度 ２６件

平成１４年度 １３件 平成２６年度 ３５件

平成１５年度 １１件 平成２７年度 ３１件

平成１６年度 ９件 平成２８年度 ３４件

平成１７年度 １９件 平成２９年度 ２９件

平成１８年度 １６件 平成３０年度 ２２件

長期家族介護者援護金支給実績

3



事業番号（令和元年

度） 

８ 

平成 30 年度：９ 
評価 Ｂ 

事業名 労災疾病臨床研究事業費補助金事業 

担当係 労働基準局安全衛生部計画課疾病調査研究補助金係 

平成 30 年度 

事業概要 

多くの労働現場で発生している疾病等に関し、早期の職場復帰の促進

等に寄与する研究等について、広く研究者を募り、研究に必要な経費

を補助する。 

 

＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

労災疾病臨床研究中間・事後評価委員会に

おいて、研究課題の 90%以上について

7.0 点以上（10 点中）の評価を得る。 

公募課題１件当たりの平均応募数 2.0 件

以上 

実

績 

達 成 未達成 

労災疾病臨床研究中間・事後評価委員会に

おいて、7.0 点以上の評価を得た研究課

題：93％ 

（4４課題中 7 点未満３課題） 

公募課題１件当たりの平均公募数：1.７件 

（公募課題 1３件、応募数２２件） 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

求めるべき研究の内容、その背景等を公募要項に詳細に記載し、公募期間等を広く周知することが重要である

ところ、平成 30 年度では 1 ヶ月間公募を行ったが、公募の時期が 3 月９日から 4 月９日までと、繁忙期とな

りやすい年度末、年度初めであったことから応募がしづらい状況があった点が原因と考えられる。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 年度末、年度初めに重ならないように公募時期を早めること及び公募の期間を 1 ヶ月より長くする等、スケジ

ュールを見直すこととする。 

 また、引き続き、評価委員会の評価内容を研究者にフィードバックし、それを踏まえ、研究計画に従って着実

に研究を実施して一定の成果を上げてもらうよう努めるとともに、公募の際は、求める研究の内容等を詳細に記

載し周知することに努める。 

 アウトカム指標を達成していることから、研究内容については想定する成果が得られているものと考える。こ

のため、上述の公募スケジュールの見直しを行った上で、令和２年度予算については、令和元年度と同額程度の

要求を行う。 
 

＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

労災疾病臨床研究中間・事後評価委員会に

おいて、研究課題の 90%以上について

7.0 点以上（10 点中）の評価を得る。 

公募課題１件当たりの平均応募数 2.0 件

以上 
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労災疾病臨床研究事業費補助金について

（１）労災疾病臨床研究
・多くの労働現場で発生している疾病 早期の職場復帰の促進
・勤労者の新たな健康問題として社会問題化している疾病 労災認定の迅速・適正化等
・今後、勤労者への健康影響が危惧される要因 に寄与する研究

（２）放射線業務従事者の健康影響に関する疫学研究

（３）過労死等防止対策推進法に基づく調査研究（27年度開始）

※平成26年度予算額： 470,000千円 23課題採択
平成27年度予算額： 1,524,850千円 16課題採択
平成28年度予算額： 1,684,850千円 11課題採択
平成29年度予算額： 1,115,683千円 12課題採択
平成30年度予算額： 1,110,683千円 16課題採択
令和元年度予算額： 1,110,683千円

○ 原則として一般公募により広く研究者を募り、３年（一部５年）を限度に複数年度にわたり研究を行うことが
可能。

○ 申請課題の採択、研究継続の可否、研究成果の評価については、外部有識者による評価委員会を設置し、専門
的・学術的観点等から総合的な評価を行う。

実 施 方 法

研究概要

多くの労働現場で発生している疾病や産業構造・職場環境等の変化に伴い勤労者の新たな健康問題として社会
問題化している疾病については、新しい知見を見いだす必要があるため、労災疾病としての診断等における技術
水準の向上を図ることができるよう、早期の職場復帰の促進、労災認定の迅速・適正化などに寄与する研究等に
ついて、補助を行うこととする。

趣旨・目的
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平成30年度採択課題一覧

○新規○

1 森本 幾夫 順天堂大学 特任教授
悪性胸膜中皮腫のヒト化CD26抗体療法確立のための予後・治療効果予測バイオマー
カーの開発

2 藤本 伸一
独立行政法人労働者健康安全機構
岡山労災病院

部長 石綿関連胸膜疾患における個別化治療とケアの確立

3 榛葉 俊一 静岡済生会総合病院 部長
うつ病等の精神疾患による療養からの復職時における客観的症状評価のための心拍
変動検査の有用性に関する研究

4 須賀 万智 東京慈恵会医科大学 教授
架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物の粉体を取り扱う労働者に発生した呼吸器
疾患に関する研究

5 大神 明 産業医科大学 教授 電動ファン付き保護具の実用性並びに普及に関する研究

6 宮本 顕二
独立行政法人労働者健康安全機構
北海道中央労災病院

院長 じん肺の適切な診断を推進するツールの開発

7 松瀬 博夫 久留米大学 准教授
CO中毒による高次脳機能障害患者の社会復帰を目的とした包括的リハビリテーション
に関する研究

8 欅田 尚樹 国立保健医療科学院 部長
不均等被ばくを伴う放射線業務における被ばく線量の実態調査と線量低減に向けた課
題評価に関する研究

9 平井 啓 大阪大学 准教授 治療と職業生活の両立におけるストレスマネジメントに関する研究

10 堤 明純 北里大学 教授
医学的知見に基づく裁量労働を含む長時間労働者に対する適切な面接指導実施のた
めのマニュアルの作成に関する研究

11 堀江 正知 産業医科大学 教授 長時間労働者への医師による面接指導を効果的に実施するためのマニュアルの作成

12 －
ストレスチェックと健康診断結果の関連性の分析及び業種別、職種別の特徴に関する
研究

13 横山 和仁 順天堂大学 教授 職業性ストレス簡易調査票の外国語版の作成に関する研究

14 丸山 崇 産業医科大学 准教授
熱中症予防対策におけるウェアラブルセンサーの活用と効果的な熱中症予防法の検
証

15 山内 貴史 東京慈恵会医科大学 助教 過重労働を背景とする事故関連事例の分析

16 － 過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究

通番 研究代表者 所属研究機関名 職名 研究課題名

公益社団法人全国労働衛生団体連合会

独立行政法人労働者健康安全機構
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平成30年度採択課題一覧

○平成29年度からの継続○

1 川上 憲人 東京大学 教授 多様な労働者がストレスチェックを受検するに当たって望まれる支援に関する研究

2 小林　廉毅 東京大学 教授 化学物質の有害性評価を加速するための国内疫学的サーベイランス手法の開発

3 立道　昌幸 東海大学 教授
健康診断結果の経年変化に視点をおいた望ましい健診結果の活用と事後措置のあり
方に関する研究

4 森　晃爾 産業医科大学 教授
特定業務従事者の健康診断等の労働安全衛生法に基づく健康診断の諸課題に対す
る実態把握と課題解決のための調査研究

5 松平　浩 東京大学 特任教授 企業・産業保健スタッフ・医療機関の連携による両立支援システムの開発

6 堤　明純 北里大学 教授
治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モ
デルとその活動評価指標の開発に関する研究

7 中村　俊介
独立行政法人労働者健康安全機構
和歌山労災病院

部長 医療機関における両立支援の取り組みに関する研究

8 川口 陽子 東京医科歯科大学 教授 歯科口腔保健と就労環境との関連に関する研究

9 上條　英之 東京歯科大学 教授 歯科疾患・歯科保健サービス等と就労環境との関わりに関する研究

10 和田　哲郎 筑波大学 准教授
騒音性難聴による生活の質と労働生産性の低下を防ぐ予防から発症後まで俯瞰した
データ収集と現場の支援

11 池田　知純 東京慈恵会医科大学 客員准教授 高気圧作業に伴う船上(水上）減圧等に係る調査研究

12 堀江 正知 産業医科大学 教授 過重労働による生体影響のバイオロジカルモニタリング指標の開発

通番 研究代表者 所属研究機関名 職名 研究課題名
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平成30年度採択課題一覧

○平成28年度からの継続○

1 岡﨑 龍史 産業医科大学 教授
放射線教育プログラムによる放射線業務従事者の知識向上と不安低下度の定量的解
析

2 安部  哲哉 筑波大学 講師
腰痛予防対策指針策定に向けた重量物取り扱い，介護・看護作業における装着型ロ
ボットの腰部負担軽減効果および作業省力化に関する研究

3 山田 孝禎 福井大学 准教授 重量物挙上に伴い発生する腰痛の予防を目的とした装着型ロボットの効果

4 岸本 卓巳
独立行政法人労働者健康安全機構
岡山労災病院

センター長
職場における化学物質の感作性障害に対する防止措置と健康管理の有効性に関する
研究

5 立石 清一郎 産業医科大学 准教授
身体疾患を有する労働者が円滑に復職できることを目的とした、科学的根拠に基づい
た復職ガイダンスの策定に関する研究

6 豊田 章宏
独立行政法人労働者健康安全機構
中国労災病院

所長 復職コーディネーターによる介入事例データベース作成に関する研究

7 中田 光紀 国際医療福祉大学 教授
ストレス関連疾患・作業関連疾患の発症に寄与する職業因子ならびに発症を予測する
バイオマーカーと自律神経バランスに関する研究

8 笽島 茂 三重大学 教授
ストレス関連疾患の発症に寄与する勤務状況の因子とその影響に関する研究 ―健康
に最適な労働時間は存在するのか？―

通番 研究代表者 所属研究機関名 職名 研究課題名

○平成26年度からの継続○

1 － 東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究公益財団法人放射線影響研究所

通番 研究代表者 所属研究機関名 職名 研究課題名
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事業番号（令和元年

度） 

１５ 

平成３０年度：１８ 
評価 Ｂ 

事業名 労災特別介護援護経費 

担当係 労働基準局労災管理課年金福祉第一係 

平成 30 年度 

事業概要 

在宅で介護を受けることが困難な高齢労災重度被災労働者に対して、

その傷病・障害の特性に応じた専門的施設介護サービスを提供するた

めの労災特別介護施設を運営する。 

 

＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

入居者から、介護サービスが有用であった

旨の評価を 90％以上得る。 

全国 8 施設の年平均での入居率を 90％

以上とする。 

実

績 

達 成 （１）について未達成 

（１）有用であった旨の評価：95.1％ 

※14,368(有用の評価)／15,110(総回

答数) 

（１）年平均入居率：86.2％ 

※676 名(年平均入居者数)／784 名(入

居者定員) 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

 平成 30 年度の全 8 施設の新規入居者数は、61 名であり、死亡や長期入院等による退去者数は 57 名であっ

たため、年度末入居者数は前年度より増加したが、各月末の入居者数の平均で計算することとしている年平均入

居者率は、平成 29 年度から 0.2 ポイント低下して 86.2％となり、アウトプット指標については目標未達成で

あった。入居率が 90％に達しなかった４施設のうち、特に北海道施設及び愛媛施設がそれぞれ入居率 70％台

（北海道施設 73.5％、愛媛施設 71.4％)と低くなっていることが全体の押し下げ要因となっている。当該２施

設において、入居率が低かった原因は、新規入居者数は伸びているが、退去者(主な理由は死亡)数が前者 12 名、

後者 10 名となっており、全施設の平均である 7.1 名を大幅に超えている点にあると考えられる。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 アウトプット指標については、受託者からの適時の状況把握及び必要な指導を行うとともに以下の取組を行っ

た。 

全都道府県労働局に対し、年金支給決定時に職員から入居対象者に対する説明及び周知を実施することを会

議・研修等の機会を通じて職員に周知するよう指示するとともに、全都道府県障害福祉主管部局に対し、周知広

報や入居要件を満たす可能性のある者に対する本事業の紹介等を依頼するなど、入居率向上のための取組を行っ

た。 

委託先の取組として入居率が 90％に達しなかった４施設(北海道、広島、愛媛、熊本)については、重点的な入

居促進策として、対象となる労災年金受給者に対して、個別に施設の案内を送付した上で、希望者に対し、施設

長が訪問し、施設の空き状況を含め、入居要件等について直接説明をする取組を行った。 

これらの取組を行ってきた結果、入居率が 90％に達していない４施設の新規入居者数の合計が 35 名（H28

年度 21 名、H29 年度 27 名）となっており、他の４施設の新規入居者数の合計が 26 名であることを考慮す

ると取組の効果が上がっていると思料することができるため、引き続きこれらの取組を行っていく。 

さらに、入居対象となる労災年金受給者への施設入居促進に係るアプローチとして、障害等級が高い労災年金
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受給者に施設の案内を送付する頻度を増やすことや 6０歳未満の対象者についても丁寧に入居促進を行うこと

等を検討する。 

また、入居率が 90％未満の４施設のうち、入居者が特に少ない２施設について、入居者数の実態に応じた看

護職員及び介護職員の配置となるよう予算を減額することとする。 

なお、当該事業については、市場化テストに基づく民間競争入札を実施して受託者を選定し、平成 29 年度か

ら令和元年度までの 3 年契約を締結しているが、次期契約(令和２年度～)に当たっては、市場化テストの結果及

び上記改善事項を反映させた上、調達を行う。 

  

＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

入居者から、介護サービスが有用であった旨の

評価を 90％以上得る。 

全国 8 施設の年平均での入居率を 90％以上と

する。 
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（単位：人） 【参考】 （単位：人）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 入居者数 入居率
新規

入居者数 退去者数 死亡者数

北海道 75 75 76 75 71 71 70 70 71 68 69 68 72 73.5% 5 4 8

宮城 92 92 93 92 92 91 91 91 92 93 93 92 92 93.9% 5 1 4

千葉 91 89 91 92 93 91 91 91 92 91 92 89 91 92.9% 9 2 8

愛知 92 92 93 93 93 93 93 93 94 93 91 94 93 94.9% 5 1 2

大阪 92 92 91 92 92 93 94 94 95 93 93 93 93 94.9% 7 2 3

広島 82 82 82 82 82 82 84 84 82 82 82 83 82 83.7% 6 2 3

愛媛 70 70 72 71 70 71 71 70 69 69 71 71 70 71.4% 13 2 8

熊本 81 81 81 83 83 83 82 85 84 85 86 84 83 84.7% 11 3 4

合計 675 673 679 680 676 675 676 678 679 674 677 674 676 86.2% 61 17 40

平均

平均入居率

※１　入居者数は月末時点の入居者数である。

※２　入居率は各施設定員100名から短期滞在型介護サービス用の2床を除いた98名を母数として計算している。

平成30年度労災特別介護施設入居者数

第１・四半期 第２・四半期 第３・四半期 第４・四半期 年間平均

86.2％ 86.4％ 86.5％ 86.1％

増減（平成30年度）

676 677 678 675
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事業番号（令和元年

度） 

２０ 

平成 30 年度：２３ 
評価 Ｂ 

事業名 安全衛生に関する優良企業を評価・公表する制度の推進 

担当係 労働基準局安全衛生部計画課計画班 

平成 30 年度 

事業概要 

企業等からの申請に基づき、安全衛生水準の高い企業等を客観的な指

標で評価・認定し、公表すること等により、企業の安全衛生へのより

積極的な取組を促進するとともに、安心して就職し、働ける良好な労

働環境が確保されている企業等の情報を求職者等に共有する。 
 

＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

安全衛生優良企業公表制度の自己診断サ

イトへのアクセス数を 15 万件以上とす

る。 

事例発表会を全国４会場で開催し、合計

300 名以上の参加を得る。 

実

績 

達 成 未達成 

安全衛生優良企業公表制度の自己診断サ

イトへのアクセス数について、３月末時点

で 17 万 8,339 件であり達成。 

事例発表会を全国４会場（大阪、福岡、東

京、愛知）で開催し、 

合計 275 名が参加した。達成率 91.6％

となり、未達成。 
 

＜未達成の理由・原因＞ 

 事例発表会について、学生等の若者の参加が得られるよう合同就職説明会の近隣の会場で開催した結果、事例

発表会への参加者は 275 名と前年度（51 名）と比較して大幅に増加したが、福岡会場においては、合同就職説

明会との日程調整ができず、同日開催を行えなかったことから、参加者数が伸び悩んだため、アウトプット指標

を達成することはできなかった。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 今年度は、昨年度までの取り組みに加え、学生等の若者の参加がより多く得られるようウェブ広告を活用した

事例発表会等の周知を行うこととする。 

 なお、本事業の開始から４年が経過し、制度の周知については一定の成果が得られたと考えられることから、

今後は「大規模店舗・多店舗展開企業等に対する安全管理の支援」事業等のなかで、引き続き制度の周知を行っ

ていくこととし、今年度限りで廃止する。 
 

＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

９件（平成 29 年度、平成 30 年度の平均

件数）以上の企業が安全衛生優良企業とし

て認定される。（新規、継続を含む） 

事例発表会を全国６会場で開催し、合計４

５０名以上の参加者を得る。 
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（令和元年度）安全衛生優良企業公表制度育成事業

１．安全衛生優良企業公表制度とは

２．事業の目的及び実施内容

安全衛生優良企業公表育成事業では、労働者が安全・健康に働くことができる職場づくりを進めるため、
安全衛生優良企業公表制度の一層の周知啓発を図ることを目的とする。

＜実施内容＞

（１）企業労務等担当者向けの周知及び

安全衛生優良企業アドバイザー育成のためのセミナー

●令和元年秋頃に全国６か所で実施（３時間程度）

（２）認定企業や健康対策の積極的な取組を行う企業による事例発表会

●委託契約期間中に全国６か所で実施（２時間程度）

（３）広報活動

●（１）～（２）の開催に向け、リーフレット等を随時配付

●ウェブ広告を作成し、制度及びセミナー等の告知

（４）テキスト作成等に関する検討

●検討会を３回程度開催

（令和元年度継続事業）

労働者の安全や健康を確保するための対策に積極的に取り組み、安全衛生水準の高い企業を評価・認定し、
厚生労働省のホームページ等で公表によって、広く企業名を公表する制度。（平成27年６月１日から実施）

認定件数：３０社（令和元年５月３１日現在）

＜認定企業におけるメリット＞

○ 健康・安全・働きやすい企業であることのＰＲ

○ 求人情報に記載することによるＰＲ

○ 認定マークを広報に使用することによるＰＲ

評価基準
・労働安全衛生の組織体制があり、全社的取組がなされていること
・従業員の健康保持増進の措置を行っていること
・従業員のメンタルヘルス対策を促進していること
・（危険有害業務がある業種のみ）安全活動が実施されていること
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事業番号（令和元年

度） 

２４ 

平成 30 年度：２８ 
評価 Ｂ 

事業名 職場における受動喫煙対策事業 

担当係 労働基準局安全衛生部労働衛生課環境改善室測定技術係 

平成 30 年度 

事業概要 

病院、学校等の公共施設に比べ、職場での受動喫煙防止の取組が遅れ

ている状況を改善するため、中小企業事業者であって喫煙室を設置す

る等の措置を実施する事業場に対して費用の一部を国が助成する等

により、全国の事業場における取組を促進して労働者の健康を確保す

る。 
 

＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

①測定機器の貸し出しを実施した事業者、

②相談支援において実地指導を実施した

事業者、③相談支援において説明会に参加

した事業者から 8 割以上「役に立った」

旨の回答を受ける。 

（1）各都道府県で平均 3.8 回以上、受動

喫煙防止対策に関する周知啓発（説明会）

を行う。 

（2）①専門家による実地指導（集団指導

を含む）の１か月当たりの平均実績件数に

ついて、9.8 件/月以上とする。 

②デジタル粉じん計及び風速計の 1 か月

当たりの平均貸出し件数を、116 件以上

/月以上とする。 

（3）補助金の１か月当たりの平均利用件

数について、88 回/月以上とする。 

実

績 

達 成 （２）②、（３）について未達成 

「役に立った」と回答した事業場 

①99.5％（729 件/733 件（有効回答

数））、 

②98.2％（112 件/114 件（有効回答

数））、 

③81.9％（5,142 件/6,280 件（有効回

答数）） 

（1）29.3 回/年（前年度比 11.1％減） 

（2）①実地指導数：11.8 件/月（前年度

比 20.4％増） 

②67.9 件/月(前年度比 17.9％増) 

（3）38.1 件/月（前年度比 12.6％減） 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

改正健康増進法における喫煙室等の基準の策定が遅れ、平成 31 年２月に公表されたことを受け、30 年度内

の喫煙室等の設置を見送った事業者が多かったと考えられ、それにより、助成金や測定機器貸出しの件数が伸び

悩んだと考えられる。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 喫煙室等の基準が公表されたことを受け、令和２年４月の改正健康増進法完全施行に対応するため、令和元年

度において事業者へ重点的な支援を行う。また、令和２年度においては、同法で義務付けられている措置を助成

対象から外し、より望ましい措置に限定するなど、助成金による助成対象範囲を見直し、予算規模を減額とする。

積極的に受動喫煙対策に取り組む事業者に対する支援を講ずるとともに、受動喫煙対策に当たって遵守すべき内

容について引き続き周知啓発を図る。 
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＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

①測定機器の貸し出しを実施した事業者、

②相談支援において実地指導を実施した

事業者、③相談支援において説明会に参加

した事業者から 8 割以上「役に立った」

旨の回答を受ける。 

（1）各都道府県で年間平均 3.8 回以上、

受動喫煙防止対策に関する周知啓発（説明

会）を行う。 

（2）①専門家による実地指導（集団指導

を含む）の１か月当たりの平均実績件数に

ついて、9.8 件/月以上とする。 

     ②デジタル粉じん計及び風速計の 1

か月当たりの平均貸出し件数を、116 件

以上/月以上とする。 

（3）補助金の１か月当たりの平均利用件

数について、88 回/月以上とする。 
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【国による支援措置の概要】※令和元年度実施の支援措置の概要

●受動喫煙防止対策助成金
・助成対象：全ての業種の中小企業事業主
・助成対象：①喫煙専用室の設置・改修

②加熱式たばこ専用喫煙室等の設置・改修
③屋外喫煙所（閉鎖系）の設置・改修
④換気装置等の設置・改修
（既存特定飲食提供施設に限る。）

・助成率 ：上記費用の１／２（飲食店は２／３）
・上限 ：１００万円

●受動喫煙防止対策に関する無料相談窓口

●たばこ煙の濃度等の測定機器の無料貸出

・喫煙専用室等の設置など各受動喫煙防止対策を推進するための各種
相談について、専門家による無料電話相談を実施。

・依頼者の希望に応じて、無料実地指導も実施。
・経営者、人事担当及び安全衛生担当者を対象とした受動喫煙防止対
策に関する説明会を実施。

・職場の空気環境を確認するために、たばこ
煙の濃度や喫煙専用室等の換気の状態を測
定する機器（粉じん計、風速計）の無料貸
し出しを実施。

第68条の２（受動喫煙の防止）

事業者は、労働者の受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされ
ることをいう。第71条第1項において同じ。）を防止するため、当該事業者及び事業場の実情に応
じ適切な措置を講ずるよう努めるものとする。

第71条（国の援助）

国は、労働者の健康の保持増進に関する措置の適切かつ有効な実施を図るため、必要な資料の提
供、作業環境測定及び健康診断の実施の促進、受動喫煙の防止のための設備の設置の促進、事業場
における健康教育等に関する指導員の確保及び資質の向上の促進その他の必要な援助に努めるもの
とする。

施行日：平成27年６月１日
改正労働安全衛生法 受動喫煙防止対策の推進
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事業番号（令和元年

度） 

３５ 

平成 30 年度：４３ 
評価 Ｂ（P） 

事業名 林業従事労働者等における安全衛生対策の推進事業 

担当係 
労働基準局安全衛生部労働衛生課、安全課 

物理班建設安全対策室 

平成 30 年度 

事業概要 

有識者により伐木等作業における安全作業のためのマニュアルを作

成し、林業事業体の安全担当者を通じて普及させる。また、チェーン

ソー取扱作業指導員による振動障害予防対策を行う。 

 

＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

農林水産業における休業４日以上の振動

障害を 10 人未満に抑える。 

平成 30 年度におけるチェーンソー取扱

作業指導員による指導事業場数を平成

29 年度の指導事業場数の 90％以上とす

る。 

実

績 

達成見込み 未達成 

農林水産業における振動障害による休業

４日以上の死傷災害は、５名（※暫定値）

であった。 

平成 30 年度におけるチェーンソー取扱

作業指導員による指導事業場数は、平成

29 年度の指導事業場数の 89％（平成 30

年度 325 事業場／平成 29 年度 366

事業場）であった。 
 

＜未達成の理由・原因＞ 
チェーンソー取扱作業指導員による指導事業場数は、325 事業場あったものの、指導員の急用等により指導

日程が調整できないことが重なり、目標の指導事業場数に達しなかった。 
 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 令和２年度の予算要求については、休業４日以上の振動障害について、例年２～５名（平成 29 年：４名、平

成 28 年：２名、平成 27 年：５名）と減少していないことから、同額要求とする。なお、目標を達成するため、

予算の着実な執行の観点から、今年度は、チェーンソー取扱作業指導員による指導事業場数について、９月頃か

ら本省において各局に実施計画の進捗確認を行うなどの適切なフォローを行うこととする。 
 

＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

・伐木等作業の安全対策講習会の内容が

受講者にとって役に立った旨の回答割合

を 80％以上とする。 

・農林水産業における休業４日以上の振

動障害発生件数を 10 人未満に抑える。 

・安全対策講習会の受講者数を 350 人以

上とする。 

・令和元年度におけるチェーンソー取扱

作業指導員による指導事業場数を平成

30 年度の指導事業場数以上とする。 
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事業番号（令和元年

度） 

４２ 

平成 30 年度：５１ 
評価 Ｂ 

事業名 外国人技能実習機構に対する交付金 

担当係 法人監理係 

平成 30 年度 

事業概要 

①監理団体及び実習実施者に対し、安全衛生環境の整備等について外

国人技能実習機構職員が実地検査を行う。 

②安全衛生マニュアルの活用等による啓発等を行う。 

③実習実施者に対し安全衛生対策を効果的に周知啓発するため安全

衛生セミナーを開催する。 

 

＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

実地検査のうち、安全衛生に係る改善指導

を行った実習実施者のうち改善した実施

者の割合 90％以上 

①技能実習生に係る労働者死傷病報告に

基づく実地検査件数（500 件） 

②技能実習生の労働災害件数が多い職種

の実習実施者に対する実地検査等件数

（500 件） 

実

績 

達 成 ①につき未達成 

実地検査のうち、安全衛生に係る改善指導

を行った実習実施者のうち改善した実施

者の割合：100％ 

①技能実習生に係る労働者死傷病報告に

基づく実地検査件数（500 件）：428 件 

②技能実習生の労働災害件数が多い職種

の実習実施者に対する実地検査等件数

（500 件）：1,448 件 

 

＜未達成の理由・原因＞ 

平成 30 年度に厚生労働省から情報提供した死傷病報告は 599 件であった。 

外国人技能実習機構においては、これらを踏まえた実地検査の一方で、年度当初に大きく報道された除染関係(※)

に対応したため、年度当初に立てた計画通り行えなかった。 

 

（※）平成 30 年３月に「技能実習生が除染等作業に従事していた」旨の報道。報道を受け、外国人技能実習機

構および法務省（入管）において平成 30 年 9 月末までに調査。このうち H29 年 11 月施行の技能実習法の

適用となる実習生については、443 企業を調査し技能実習生の除染等業務への従事が認められなかった。 

 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 他の突発的要因があっても目標が確実に達成できるよう、計画を立てて取り組み、毎月報告を求めるほか、未

達成の月については原因究明や改善策等の報告を求め、四半期毎に外国人技能実習機構と主務省庁（厚労省・入

管庁）に計画達成状況を確認し、大幅な遅れが生じないこととする。 

 なお、令和２年度予算については、平成 30 年度の実績等の結果を踏まえ予算額を見直すとともに、「外国人

材の受入れ・共生のための総合的対応策」等の政府決定を踏まえた必要な要求を行うこととする。 
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＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

実地検査のうち、安全衛生に係る改善指導

を行った実習実施者のうち改善した実施

者の割合 90％以上 

① 技能実習生に係る労働者死傷病報告等

に基づく実地検査件数（600 件） 

② 技能実習生の労働災害件数が多い職種

の実習実施者に対する実地検査等件数

（２,０00 件） 
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事業番号（令和元年

度） 

４6 

平成 30 年度：５５ 
評価 Ｂ 

事業名 産業医学振興経費 

担当係 労働基準局安全衛生部計画課機構・団体管理室団体監理係 

平成 30 年度 

事業概要 

産業医科大学に対する助成、修学資金の貸与を行うとともに、産業医

の資質の向上、産業医学に関する研究の促進等を図る。 

 

＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

①産業医研修事業において、当該研修が有

用であった旨の回答を 85％以上にする。 

②実践能力の高い産業医を養成する体制

を整備し、産業医科大学卒業生で産業医と

して新たに就業する者を 70 名以上とす

る。 

③認定産業医の資格を取得しようとして

いる他の医科大学、医学部卒業者に対して

行う産業医学基礎研修会集中講座におい

て、当該講座が有用であった旨の回答の割

合を 85％以上にする。 

④産業医研修事業の受講者を 27,000 人

以上とする。 

⑤医師国家試験の合格率について、合格率

95％以上とする。 

⑥産業医の資格取得希望者のための研修

の参加者を 550 人以上とする。 

⑦企業人事・労務担当者向けメンタルヘル

ス対策支援講座、一般者向け公開講座や産

業医活動に関心を持つ方に対してオープ

ンキャンパスを実施し、これらの講座等の

参加者を 780 人以上とする。 

実

績 

達 成 ⑤について未達成 

①研修が有用であった旨の回答は 97.3％

であった。 

 ※有用と回答した者 16,779 名／回答

者 17,245 名 

②産業医科大学卒業生で産業医として新

たに就業する者は 80 名であった。 

③講座が有用であった旨の回答の割合は 

94.6％であった。 

 ※有用と回答した者 883 名／回答者 

933 名 

④産業医研修事業の受講者数は 36,112

名であった。 

⑤医師国家試験の合格率は 89.6％であっ

た。 

⑥産業医の資格取得希望者のための研修

の参加者は 1,264 名であった。 

⑦企業人事・労務担当者向けメンタルヘル

ス対策支援講座、一般者向け公開講座や産

業医活動に関心を持つ方に対して実施し

た オ ー プ ン キ ャ ン パ ス の 参 加 者 は 計

1,070 名であった。 
 

＜未達成の理由・原因＞ 

⑤について、医師国家試験のレベルが上がる中において、産業医科大学が実施する総合試験（※）の合格基準

（卒業判定基準）は、医師国家試験合格レベルを念頭に策定してきたところであったが、今般実施した総合試験

については医師国家試験の合格レベルを下回ってしまったため、医師国家試験に合格できないレベルの学生を複

数卒業させてしまったこと、また、学生に対する指導において、学生の入学時の学力が相対的に低下し、かつ、

全国模擬試験の成績も低迷するなか、成績下位者に対する学習指導が十分な効果を上げることができなかったこ

とが原因と考えられる。 

※ 医師国家試験に準じた形式で行う試験で、その合格が卒業の要件となる試験 
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＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 ⑤について、医師国家試験の出題傾向、合格基準の丁寧な分析に基づく学習指導を実施するとともに、各年次

の進級判定基準や総合試験の合格基準（卒業判定基準）を見直す。また、成績下位者に対しては、担当教員によ

る定期的な個別面談指導による学習の進捗状況把握の機会を増やす、参加必須の特別指導の日数を増加させるな

ど従来からの取組を強化する。さらに、令和 2 年度要求において、新たに学内に産業医科大学 IR 室（仮称）を

設置するための必要な予算を要求し、現在、産医大の各部署で個別に管理されている在学中の成績、卒業時の成

績など各成績データ等を集約の上、有機的に分析し、在学中の学習指導にフィードバックすることで成績下位者

を含めた全体の成績の底上げを図る。 
 

＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

＜公益財団法人産業医学振興財団＞ 

①産業医研修事業において、当該研修が

有用であった旨の回答を 85％以上にす

る。 

＜学校法人 産業医科大学＞ 

①実践能力の高い産業医を養成する体制

を整備し、産業医科大学卒業生で産業医

として新たに就業する者を 70 名以上と

する。 

②認定産業医の資格を取得しようとして

いる他の医科大学、医学部卒業者に対し

て行う産業医学基礎研修会集中講座にお

いて、当該講座が有用であった旨の回答

の割合を 85％以上にする。 

＜公益財団法人産業医学振興財団＞ 

①産業医研修事業の受講者を27,000人以

上とする。 

 

＜学校法人 産業医科大学＞ 

①医師国家試験の合格率について、合格率

95％以上とする。 

②産業医の資格取得希望者のための研修の

参加者を 550 人以上とする。 

③企業人事・労務担当者向けメンタルヘル

ス対策支援講座、一般者向け公開講座や産

業医活動に関心を持つ方に対してオープン

キャンパスを実施し、これらの講座等の参

加者を 780 人以上とする。 
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事業番号（令和元年

度） 

４９ 

平成 30 年度：６４－１ 
評価 Ｂ 

事業名 
過重労働の解消及び仕事と生活の調和の実現に向けた働き方・休み

方の見直し 

担当係 
労働基準局労働条件政策課設定改善係 

雇用環境・均等局職業生活両立課働き方・休み方改善係 

平成 30 年度事業概

要 

① 「働き方改革」に向けた周知・啓発事業 

 各地域の商工団体に配属されている経営指導員等に対して、労務

管理のあり方や助成金活用に関するセミナーを実施する。 

② 中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業 

 民間事業者への委託により、47 都道府県に「働き方改革推進支

援センター」を設置し、関係機関と連携を図りつつ、労務管理・企

業経営等の専門家による個別相談援助や電話相談等を実施する。 

③ 時間外労働等改善助成金 

 中小企業・小規模事業者が時間外労働の上限規制等に円滑に対応

するため、生産性を高めながら働く時間の縮減に取組む場合におい

て、中小企業や傘下企業を支援する事業主団体に対する助成を行

う。 

④ 働き方・休み方改善に向けた事業 

 事業主等が自ら働き方・休み方の現状を客観的に評価できる「働

き方・休み方改善指標」や企業の好事例等を提供する「働き方・休

み方改善ポータルサイト」の運営を行うとともに、時季を捉えた年

次有給休暇の取得促進、ボランティア休暇等の普及促進、仕事と生

活の調和がとれた働き方普及のためのシンポジウムの開催等を行

う。 
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＜３０年度目標と実績＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

１ 時間外労働等改善助成金（４コー

ス） 

支給対象事業主等に対してアンケート調

査を実施し、各コースとも８０％以上の

事業主又は事業主団体から当該助成金制

度を利用することによって、労働時間等

の設定の改善等に役立った旨の評価が得

られるようにする。 

２ 時間外労働等改善助成金（職場意識

改善コース） 

年次有給休暇の取得促進及び所定外労働

時間の削減を行う支給対象事業主におい

て、労働者１人当たりの年次有給休暇の

年間平均取得日数を１日以上上昇及び、

月間平均所定外労働時間数を２時間以上

削減する。 

３ 働き方改革推進支援センター相談を

受けた事業主等に対し「満足度調査」を

実施し、相談対応について「有益であっ

た」「概ね有益であった」と回答した者の

割合を 80%以上とする。 

４ 働き方・休み方改善に向けた事業 

①働き方・休み方改善ポータルサイト内

の利用者アンケートにおいて、80％以上

から「使いやすい（普通を含む）」の回答

を得る。 

②仕事と生活の調和がとれた働き方普及

のためのシンポジウム参加者の評価で、

80％以上から「参考になった」の回答を

得る。 

 

１ 時間外労働等改善助成金（時間外労

働上限設定コース） 

平成 30 年度予算における想定件数の７

割（1,796 件）以上とする。 

 

２ 時間外労働等改善助成金（勤務間イ

ンターバル導入コース） 

平成 30 年度予算における想定件数の７

割（2,391 件）以上とする。 

３ 時間外労働等改善助成金（職場意識

改善コース） 

支給決定件数を平成 30 年度予算におけ

る想定件数の７割（146 件）以上とす

る。 

４ 時間外労働等改善助成金（団体推進

コース） 

支給決定件数を平成 30 年度予算におけ

る想定件数の７割（84 件）以上とす

る。 

５ 働き方改革推進支援センター派遣型

専門家による個別訪問件数を、5,000 件

以上とする。 

６ 働き方・休み方改善に向けた事業 

①働き方・休み方改善ポータルサイト上

の企業診断及び社員診断の診断結果件数

を年間３万１千件以上とする。 

②仕事と生活の調和がとれた働き方普及

のためのシンポジウムの参加者数を 640

人以上とする。 

達 成 １、２、３、４、６①について未達成 
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実

績 

１ 労働時間等の設定の改善に役立った

と回答した割合 

①時間外労働上限設定コース：100％ 

②勤務間インターバル導入コース：

99.1％ 

③職場意識改善コース：100％ 

④団体推進コース：100％ 

 

２ 年次有給休暇の年間平均取得日数は

5.4 日増、 

月間平均所定外労働時間数は、3.7 時間

減  

 

３ 「有益であった」「概ね有益であっ

た」と回答した者の割合は、 

98.6％ 

 

４ 働き方・休み方改善に向けた事業 

①働き方・休み方改善ポータルサイト内

の利用者アンケートにおける「使いやす

い（普通を含む）」の回答は 92.6％と、

目標を達成した。 

②仕事と生活の調和がとれた働き方普及

のためのシンポジウムでは、４つの実施

事項別に意見を聞いており、 

ア 基調講演は、「参考になった」が

94.6％、 

イ 事例発表は、「参考になった」が

96.2％、 

ウ パネルディスカッションは、「参考に

なった」が 86.4％、 

エ 働き方改革関連法の説明は、「参考に

なった」が 70.1％ 

となっている。当該シンポジウムとして

の評価は把握できていないが、これらの

結果（単純な平均値：86.8％）から当該

シンポジウムとしては「参考になった」

旨の回答が 80％以上であったものと考

える。 

１ 時間外労働上限設定コース支給決定

件数：15 件 

  

２ 勤務間インターバル導入コース支給

決定件数：2,360 件 

  

３ 職場意識改善コース支給決定件数：

91 件 

  

４ 団体推進コース支給決定件数：75

件 

  

５ 派遣型専門家による個別訪問件数：

11,900 件 

  

６ 働き方・休み方改善に向けた事業 

①働き方・休み方改善ポータルサイト上

の企業診断及び社員診断の診断結果件

数：29,768 件 

②仕事と生活の調和が取れた働き方普及

のためのシンポジウムの参加者数：

1,237 人 

  

 

 

 

25



＜未達成の理由・原因＞ 

１について、時間外労働上限設定コースは、労働基準法第 36 条第１項の協定で定める時間外労働時間数を

短縮することを促進させるという重要施策を担っているものであるが、時間外労働の上限規制については、我

が国の雇用の７割を担う中小企業への適用が、2020 年４月１日からとされたことを踏まえ、今年度中に 36

協定を見直す企業が多いと考えられ、平成 30 年度中の申請に対するインセンティブが働かなかったことが、

支給件数が低調となった大きな要因と考えられる。 

 ２について、勤務間インターバル導入コースは、平成 29 年度から支給を開始した助成金であるが、「働き方

改革実行計画」において勤務間インターバル制度の普及促進に向けた取組を推進すること等により、積極的な

周知を行った結果、目標をほぼ達成することができたところであるが、支給上限額が他のコースより低いこと

等により、目標件数までには至らなかったものと考えられる。 

３について、職場意識改善コースの支給決定件数が 91 件で、目標の約６割の状況であり、要件を見直したこ

とにより昨年度の目標達成率（約５割）より向上したところであるが、年次有給休暇の年間平均取得日数及び

月間平均所定外労働時間数の算定に煩わしさを感じる等により、申請件数が伸び悩んだものと考えられる。 

４について、団体推進コースは、平成 30 年度から支給を開始した助成金であり、中小企業における時間外労

働の削減等に有効な手段であると考えられるが、周知不足もあり、支給決定件数が 75 件で、目標の約９割の

状況にとどまった。 

６の①について 働き方・休み方改善ポータルサイトを訪問した人数は 478,508 人で過去最高、企業診断及

び社員診断を行った者は 48,467 人であったが、診断結果まで出された件数は 29,768 件（前年度比較で企業

診断は増加したものの、社員診断は減少）で、目標を達成できなかった。社員診断においても、１週間当たり

の労働時間数、年次有給休暇の取得日数等の入力があり、その実績の入力等に煩わしさを感じる等により、診

断結果まで到達しなかった者が多数生じたものと考えられる。 

 

＜改善すべき事項・今後の課題＞ 

 令和元年度における改善策については、支給実績等を踏まえ、目標未達成のアウトプット指標１について、

時間外労働上限設定コースの交付申請期限を延長するとともに、「働き方改革推進支援センター」等で、引き続

き、同コースの活用に向けた周知を行うこととする。 

２について、勤務間インターバル導入コースの助成上限額の引上げ等の助成要件の拡充を行った。 

３について、職場意識改善コースの年次有給休暇の年間平均取得日数の算定を不要とする等の助成要件の変更

を行った。 

４について、団体推進コースの事業ごとの助成上限額を撤廃する等の助成要件の変更を行うとともに、「働き方

改革推進支援センター」等で、引き続き、同コースの活用に向けた周知を行うこととする。 

 また、６の①については、令和元年８月末までに企業診断指標及び社員診断指標の改修を行うことにより、

労働時間等の実績を入力させる際に入力しやすくなるよう改善を図るとともに、改修後は、集中的な周知を行

って実施率の向上に努めていく。 

 今後において、本事業が、長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、勤務間インターバル制度の普及促

進、働き方改革に対する中小企業事業主の取組支援という重要施策を担っているものであることから、平成 30

年度の実績を踏まえつつ、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律の遵法状況を定着させる

ため、事業内容の効率化、助成要件の見直し、周知方法を検討しながら、引き続き、必要な要求を行う。 
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＜令和元年度目標＞ 

 アウトカム指標 アウトプット指標 

目

標 

１ 時間外労働等改善助成金（４コー

ス） 

支給対象事業主又は支給事業主団体に対

してアンケート調査を実施し、各コース

とも８０％以上の事業主又は事業主団体

から当該助成金制度を利用することによ

って、労働時間等の設定の改善等に役立

った旨の評価が得られるようにする。 

２ 時間外労働等改善助成金（職場意識

改善コース） 

所定外労働時間の削減を行う支給対象事

業主において、月間平均所定外労働時間

数を２時間以上削減する。 

３ 働き方改革推進支援センター相談を

受けた事業主等に対し「満足度調査」を

実施し、相談対応について「有益であっ

た」「概ね有益であった」と回答した者の

割合を 80%以上とする。 

４  「働き方改革」に向けた周知・啓発

事業 

経営指導員等に対するセミナーにおい

て、受講者に対してアンケートを実施

し、講義内容について、「有益であった」

「概ね有益であった」と回答した者の割

合を 80%以上とする。 

５ 働き方・休み方改善に向けた事業 

①働き方・休み方改善ポータルサイト内

の利用者アンケートにおいて、80％以上

から「使いやすい（普通を含む）」の回答

を得る。 

②仕事と生活の調和がとれた働き方普及

のためのシンポジウム参加者の評価で、

80％以上から「参考になった」の回答を

得る。 

１ 時間外労働等改善助成金（時間外労

働上限設定コース） 

支給決定件数を令和元年度予算における

想定件数の７割（1,822 件）以上とす

る。 

２ 時間外労働等改善助成金（勤務間イ

ンターバル導入コース） 

支給決定件数を令和元年度予算における

想定件数の７割（2,587 件）以上とす

る。 

３ 時間外労働等改善助成金（職場意識

改善コース） 

支給決定件数を令和元年度予算における

想定件数の７割（103 件）以上とする。 

４ 時間外労働等改善助成金（団体推進

コース） 

支給決定件数を令和元年度予算における

想定件数の７割（697 件）以上とする。 

５ 働き方改革推進支援センター派遣型

専門家による個別訪問件数を、37,000

件以上とする。 

６ 「働き方改革」に向けた周知・啓発

事業 

開設した「働き方改革特設サイト」の

PV 数について、年間で 200 万 PV を達

成する。 

７ 働き方・休み方改善に向けた事業  

①働き方・休み方改善ポータルサイト上

の企業診断及び社員診断の診断結果件数

を年間 29,800 件以上とする。 

②仕事と生活の調和がとれた働き方普及

のためのシンポジウムの参加者数を 800

人以上とする。 
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「働き方改革」に向けた周知・啓発事業

①労務管理セミナーの開催

令和元年度予算額 ３０３，６１０千円（ １７，５９２千円）

「働き方改革関連法」の施行に向けて、「働き方改革」によって何が変わるのか等を理解するため、労働法制の考え方や働き方
改革に取組むための改善事例、国の支援策等を広く周知・啓発していくことが必要であり、以下の周知事業を実施。
① 各地域の商工会議所・商工会・中央会に配属されている経営指導員等に対して、労務管理のあり方や労働関係助成金活
用などに関するセミナーの開催。
② 中小企業・小規模事業者等に対する国の各種支援策等について、インターネットや新聞広告等のメディアを活用した全国的
な周知広報の実施。

中小企業等
商工団体

経営指導員向けの
労務管理セミナー

の開催

47都道府県×２回開催等

日常の経営指導に加え、
労務管理に関する一般的
な相談についても対応

労務管理
の知識を
取得

②各種支援策等の周知広報

メディアを活用
した国の支援策
等の周知

Yahoo!ジャパンスポンサーコンテンツ
テレビCM、新聞広告

支援策を活用した、
・ 業務改善
・ 36協定、就業
規則等の整備
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中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業

働き方改革推進支援センター

来所、電話・メールによる就業規則の
見直し、賃金制度等に関する一般的な
相談を受付

事業所へ個別訪問を行い、労働時間管理のノウハウや賃金制度
の見直し方等に関するコンサルティングを実施

令和元年度予算額 ７，６２５，７４３千円（ １，５４６，４４７千円）

働き方改革推進支援センター

商工団体・市区町村等

中小企業・小規模事業者等が働き方改革の意義を十分に理解し前向きに取組むことが重要であるため、47都道府県に
「働き方改革推進支援センター」を設置し、①長時間労働の是正、②同一労働同一賃金の実現、③生産性向上による賃金引
上げ、④人手不足の緩和などの労務管理に関する課題に対応するため、就業規則や賃金制度等の見直し方などについて、
○ 窓口相談や企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関するセミナーの実施
○ 労務管理などの専門家が事業所への個別訪問などにより、36協定届・就業規則作成ツールや業種別同一労働同一賃金
マニュアル等を活用したコンサルティングの実施
○ 各地域の商工会議所・商工会・中央会・市区町村等への専門家派遣による相談窓口への派遣
などの、技術的な相談支援を行う。

週１回、商工団体・市区町村への専門家派遣による相
談窓口への派遣

企業の取組事例や助成金の活用方法など
に関するセミナーの実施

専門家へ
依頼

中小企業等
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時間外労働等改善助成金（拡充）
令和元年度予算額 6,261,208 （3,501,528）千円

団体推進（新規）

時間外労働の上限規制等に対応するため、生産性を高めながら働く時間の縮減に取組む中小企業・
小規模事業者や、傘下企業を支援する事業主団体に対する助成を行う
コース名 助成概要 支給要件 助成率 上限額 助成対象

時間外労働上限
設定コース

予算額
2,053,963千円
(1,919,015千円)

時間外労働の上限設
定を行う中小企業事
業主に対し助成

月80時間を超える等の特別
条項付き36協定を締結し、
現に当該時間を超える時間外
労働を複数月行った労働者が
いる（単月に複数名が行った
場合を含む）中小企業事業主
が、助成対象の取組を行い、
時間外労働の上限設定を行う
こと

費用の３/４を
助成

※事業規模30名
以下かつ労働能
率の増進に資す
る設備・機器等
の経費が30万円
を超える場合は、
4/5を助成

①平成31年度又は平成32年度に有効
な36協定において、時間外労働の
上限を月45時間、年360時間に
設定した場合⇒上限150万円 等
※月45時間を超え月60時間以下の設定
に留まった場合⇒100万円 等

② 更に、週休２日制とした場合、
その度合いに応じて上限額を加算
※４週当たり４日増100万円、３日増
75万円、２日増50万円、１日増25万円
③ 上限額の合計は200万円

労働時間短縮や生産
性向上に向けた取組
①就業規則の作成・
変更

②労務管理担当者・
労働者への研修

（業務研修を含む）
③外部専門家による
コンサルティング

④労務管理用機器等
の導入・更新

⑤労働能率の増進に
資する設備・機器
の導入・更新

⑥人材確保に向けた
取組等

勤務間インター
バル導入コース

予算額
1,104,767千円
(1,027,974千円)

勤務間インターバル
を導入する中小企業
事業主に対し助成

助成対象の取組を行い、新規
に９時間以上の勤務間イン
ターバル制度を導入すること

勤務間インターバル時間数に応じて
・９時間以上11時間未満：80万円
・11時間以上：100万円

職場意識改善
コース

予算額
97,997千円

(128,099千円)

年次有給休暇の取得
促進、所定外労働の
削減等を推進する中
小企業事業主に対し
助成

助成対象の取組を行い、以下
の目標を達成すること
①特に配慮を必要とする労働
者に対する休暇の付与等の
規定を整備すること

②月間平均所定外時間数を
５時間以上削減すること

上限額：100万円

団体推進コース

予算額
3,004,481千円
(426,440千円)

３社以上の中小企業
事業主団体において、
傘下企業の時間外労
働の上限規制への対
応に向けた取組を行
う事業主団体に対し
助成

事業主団体が助成対象の取組
を行い、傘下企業のうち
１/2以上の企業について、そ
の取組又は取組結果を活用す
ること

定額 上限額：500万円
※都道府県又はブロック単位で構成
する事業主団体（傘下企業数が
10社以上）の場合は上限額：
1,000万円

①市場調査
②新ビジネスモデル
の開発、実験

③好事例の周知、
普及啓発

④セミナーの開催
⑤巡回指導、相談
窓口の設置 等
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「働き方・休み方改善ポータルサイト」とは

厚生労働省では、企業の皆さまが社員の働き方・休み方の改善に向けた検討を行う際に活用できる「働き方・休み方改善ポータルサイ
ト」を、平成27年１月30日に開設しました。サイトでは、専用指標によって企業診断ができる「働き方・休み方改善指標」や、「企業にお
ける取組事例」などを掲載しています。社員が自らの働き方・休み方を振り返るための診断も行えます。
長時間労働や休暇が取れない生活が常態化すれば、社員のメンタルヘルスに影響を及ぼす可能性が高くなり、生産性が低下します。また、

企業としては、離職リスクの上昇や、イメージの低下など、さまざまな問題が生じることになります。社員のために、そして企業経営の観
点からも、長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進が求められています。

働き方改革ツールを提供します１ 専用指標による企業診断ができます

「働き方・休み方改善ポータルサイト」
http://work-holiday.mhlw.go.jp

（平成27年１月30日開設）

診断結果に基づき対策を提案します

企業の取組事例を詳しく紹介します

２

３

５

提案内容に関連した取組を実施して
いる企業の取組概要を紹介します

４
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○ 生産性が高く、仕事と生活の調和がとれ
た働き方を促進する労使の意識高揚のた
めのシンポジウムの開催（全国８か所）

長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促進に向けた自主的取組への技術的な支援
令和元年度予算額 559,079（522,040)千円

○ 「働き方・休み方改善指標」の活用事例
の収集、指標の活用の検討
○ 「働き方・休み方改善指標」の見直し等

平成30年度 令和元年度

○ 働き方・休み方の現状を客観的に評価することができる「働き方・休み方改
善指標」の活用事例の収集により、指標の効果的な活用について検討を行う。
○ 改正された「働き方・休み方改善指標」をポータルサイトに搭載する。

改善指標を活用した労働環境改善に向けた支援 79,131（77,685）千円

○ 働き方・休み方改善ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる助
言・指導
○ 労働時間等見直しガイドライン等の周知

改善指標を活用した
労働環境改善に向けた支援

助言・指導

生産性が高く、仕事と生活の調和が
とれた働き方普及のための
シンポジウムの開催

○各種労働時間制度や法定以外の休暇制度の導入状況のほか、年次有給休
暇を取得しない理由等について調査する。

労働時間等設定改善に関する意識・動向調査 25,054（24,598）千円

雇
用
環
境
・均
等
局

○ 恒常的な長時間労働の実態にある事業場に対し、働き方・休み方の改善の
ための相談、助言・指導を行うことを目的として配置
○ 「働き方」の改善に加え、「休み方」に重点を置いた改善も意識しつつ、仕事
の組み立て方や就労の仕方を見直す等、「働き方」と「休み方」を総合的に改
善していくための相談、助言・指導を実施

働き方・休み方改善ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる助言・指導 395,091（ 363,680）千円

労
働
基
準
局

○ 企業10,000社、労働者30,000人

労働時間等設定改善に関する
意識・動向調査

○ 働き方・休み方改善に向けたより一層の社会的機運の醸成及びワーク・ラ
イフ・バランスの推進に向けて、全国８か所でシンポジウムを開催する。

生産性が高く、仕事と生活の調和がとれた働き方 20,496（21,348）千円
普及のためのシンポジウムの開催等

○ 労働時間等見直しガイドラインのリーフレット等の作成、配布

労働時間等見直しガイドライン等の周知 34,649（34,649)千円
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